
  

大阪市新型コロナウイルス感染症対策本部会議 

                          

日時：令和２年５月１日（金） 

                            13 時 30 分～  

場所：市役所５階特別会議室   

 

次  第 

 

  議 題 

 

(１) 感染症への対応状況について 

 

 

 

(２) 今後の対策について 

 

 

 

(３) その他 

















令和２年５月１日現在

○大阪府、国立大学法人大阪大学、公立大学法人大阪、地方独立行政法人大阪府立病院
機構、地方独立行政法人大阪市民病院機構との予防ワクチン・治療薬等の研究開発に係る連
携協定の締結（健康）
○雨合羽の寄附受付（健康）
○軽症者等の宿泊療養施設の運営
○十三市民病院の新型コロナ専門病院化

○学校園の臨時休業（教委）
○本市主催イベントの中止、本市関連施設の休館
○各種イベント主催者へのイベント中止要請、キャンセル料等の免除
○Osaka Metroの土・日・祝・休日運行本数の減便の要請（都交）
○訪問調査・面談・健診等の実施手法の見直し、または延期・中止

○窓口対応職員のフェイスシールドやマスク着用、窓口へのビニールシートの設置等
○窓口ブース、タッチパネル、キーボード、電話機等の消毒
○来庁者用消毒液の設置、換気
○来庁者用待合スペースにおける椅子の間引き、待機スペースの拡充等の窓口における密集緩
和

○時差勤務制度・休憩時間選択制度・特別休暇制度・テレワーク制度の特例的な運用、マイ
カー等通勤の緩和
〇職場作業環境の改善による密集緩和
○各種会議・研修の開催方法見直し、または延期・中止
○新型コロナウイルス感染症関連業務従事者への手当支給

○学校給食費の無償化（教委）
○解雇された派遣社員等への市営住宅の提供〔ネットカフェ等利用困難者への対象拡大〕（都
整）
〇上下水道使用料金の納付猶予（水道）
○水道料金及び下水道使用料の基本料金全額減免（７～９月検針分）（水道、建設）
○新型コロナウイルスの影響による緊急雇用対策としての会計年度任用職員の採用（市民）
○新型コロナウイルス感染症に感染した被用者に対する傷病手当金の支給（福祉）
○特別定額給付金（市民）

新型コロナウイルス感染症に関連する本市の主な取組み

３　本市庁舎内における感染防止の取組

Ⅰ　感染拡大防止対策

１　医療体制の充実

２　市中感染防止に向けた取組

４　職員による感染防止の取組

Ⅱ　市民の生活と暮しを守り、安全・安心を確保
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令和２年５月１日現在

新型コロナウイルス感染症に関連する本市の主な取組み

○休業要請支援金（府・市町村共同支援金）（経戦）
○工事・コンサル契約における工事等の中止または履行期限の延長等に伴う対応
○各種申請手続きにおける期限等の緩和
○各種使用料の納付猶予

○新型コロナウイルス感染症対策支援情報サイトの開設・一元化
○Twitter・FBなどSNSを利用した啓発

○本市施設内、各区広報板での感染症予防対策ポスター掲示、チラシの設置による啓発

○客引き行為等適正化指導員による外出自粛要請の啓発（市民）
○青色防犯パトロール車両、消防車等を利用した啓発（各区、消防）
○防災無線、館内放送を利用した啓発
〇新型コロナウイルス感染症に便乗した悪質商法・勧誘に関する注意喚起（市民）
〇生活関連物資の価格調査等に基づく消費者としての適切な行動の呼びかけ（市民）
○Ｍ－１グランプリ王者「ミルクボーイ」による感染拡大防止のための手洗い動画放映（吉本興業と
の包括連携協定）（市民）
○動画による水道水の安全性・感染予防の啓発、悪質商法・勧誘に関する注意喚起（水道）

○市税申告期限等の延長（財政）
○国民健康保険料の減免申請期限の緩和（福祉）
○転入・転居・世帯変更等届出期限の緩和（市民）
○マイナンバーカード受取り期限の延長（市民）

○各種申請手続きにおける郵送利用の勧奨

３　その他の情報発信等

Ⅴ　行政手続きの緩和等

１　各種届出期限の延長等

２　郵送による受付の勧奨

Ⅲ　経済を支える事業者への支援

Ⅳ　情報発信・広報の充実

１　インターネットを利用した情報発信等（多言語対応含む）

２　印刷物による情報発信等（多言語対応含む）
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５月１１日以降の学校運営について 

 

１ ５月１１日（月）以降の学校園の臨時休業等の措置は以下のとおりとする。 

 〇大阪府への緊急事態宣言が延長された場合 

・緊急事態宣言の延長期間について、臨時休業を継続する。 

・登校日については、国の専門家会議の見解や大阪府教育庁の対応を踏まえて改めて判断する。 

 

 〇大阪府への緊急事態宣言が解除された場合 

  ・国の専門家会議の見解や大阪府教育庁の対応を踏まえて 5月 7日（木）に改めて判断する。 

 

２ 臨時休業を延長する場合の対応について 

  ・家庭学習課題プリントを追加で配付するとともに、5月 6日までのプリントを回収する。 

  ・全幼児児童生徒の健康状態や家庭での様子を把握するため、電話等で直接幼児児童生徒へ確認を行う。 

  ・Ｙｏｕｔｕｂｅによる学習動画の追加配信を行う。また、教科についても追加する。 





子育て世帯への臨時特別給付金について
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児童手当（特例給付除く）を受給する世帯（０歳～中学生のいる世帯）に対し、対象児童一人につき１万円の臨時特別の給付
金（一時金）を支給する。

対象児童

児童手当（特例給付除く）の令和２年４月分の対象となる児童（３月分の対象となる児童含む）（約28万9,600人）
※３月３１日までに生まれた児童が対象
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病院

市レベルの実施検討事項

一般避難所

一定の離隔を確保

避難所内
隔離所
（別棟）

みなし避難所
(ホテル等)

自宅避難等

基本方針
① 避難者の避難先分離
自宅待機・陽性者は宿泊療養ホテルへ：以下A
一般と熱咳症状者（非陽性）の分離：以下B

② 熱・咳等者の迅速な引継ぎ
避難所で発生した熱・咳者の健康観察と検査機関等への引継ぎ

③ 来所者数最小化と開設期間短期化
事前の自宅・知人等宅避難の周知

新型コロナ禍における区の避難所開設・運営方針（案）

① 保健センター捕捉者への対応
災害未発生時から、区保健センターで自宅待
機・陽性者へ、ホテルへの移動説明を実施
・災害時の安心 ・24時間の健康観察
・PCR検査の実施

② 熱咳症状者への対応体制の整備
市保健所、区保健センター、区医師会との連
携体制の整備

③ みなし避難所(ホテル等)の確保
例)区内・周辺区のホテル等と協定締結

④ 避難者悪化時の対応
ホテル・病院への移送先調整と移送方法
例）タクシー協会との協定締結

⑤ 避難所必要備品の調達
非接触体温計、シールド、消毒液、滅菌剤、
段ボール仕切り等の確保

⑥ 避難所の収容力の確認
離隔を確保した場合の、収容数の確認と不足
避難所の確保の検討

府・軽症者等宿泊事業 区域の避難所

府・市・保健医療体制と区域の避難所との関係

区長会議・安環防部会

B)入口で健康状態チェック
避難先の分離

ホテル

熱咳発症

陽性化

A)宿泊療養ホテルへ

市保健所・区保健センター
・区医師会

自宅待機・陽性者



新型コロナウイルス感染症対策で、調理器具、ドアノブ、便座、衣類等を消毒する際の消毒液として※、
市水道局が製造する「次亜塩素酸ナトリウム液の希釈液(0.05%)」を各区を通じて、区内の事業所等へ配布する。

※手指の消毒には絶対に使用しないなど、取り扱いについて一定の注意が必要。

消毒液としての次亜塩素酸ナトリウム液希釈液の各区事業所等への配布（案）

各区内の事業所等

提供の流れ

区長会議・安環防部会

建設局
市・水道局

タンク等の消毒用と
して独自生産してい
る次亜塩素酸ナトリ
ウム液希釈液を提供
する。
(約7トン/日)

10㍑、6㍑、3㍑容
器で提供

各方面事務所(4方
面事務所) を集積
場所として、各区
事業所等に配布、
使用済み容器回収

各区役所

区役所で配布、
使用済み容器回収

全体の需要調整、提供方法、提供日等は、
水道局、建設局、区役所で調整


